
記載時の注意点

１　全体的な注意点

（１）事業報告書は１監理団体１報告ではなく、監理事業所ごとに作成してください。

　　ただし、機構への提出はなるべく本部でまとめて同時に提出してください。

（２）提出者は監理団体の代表者名で記載してください。2021年度報告分から押印は

　　不要になりました。

（３）提出期間は2021年4月1日から同年5月31日までの2か月間です。

2 　ＱＲコード付きＰＤＦフォームについて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）2021年度より事業報告書についてＱＲコード付きＰＤＦフォームを作成しました。

　　本フォームには合計欄の自動計算機能のほか、入力項目のチェック機能により、

　印刷時に「申請書印刷」を押すと未入力項目が明示され記入漏れや誤記入を防止

　することができます。具体的には例えば以下のような利点がありますので、

　是非、同フォームを活用して報告書を作成いただくようお願いします。

　　○　6欄、8欄の内訳を入力すると合計が自動計算される。

　　○　10欄の技能検定等受験状況について受験者数や合格者数を入力すると、合格率が

　　　自動計算される。

　　○　14欄の監理費の徴収実績や支出実績について、各項目に金額を入れると「総計」

　　　「計」が自動計算される。

（２）ＱＲコード付きＰＤＦフォームで報告書を作成すると、報告書に加え、ＱＲコード

　　が印刷されたものが1枚作成されますので、報告書に合わせて送付いただくよう

　　お願いします。

（３）ＰＤＦフォームはＰＣ上にダウンロードしてください。容量の関係から起動に

　　10秒程度要します。

※　従来どおりワード様式での提出も可能ですが、ＱＲコード付きＰＤＦフォームでの

　報告にご協力いただくようお願いします。

3　　項目ごとの注意点

（１）１欄について

　　　2019年度までに許可を受けた監理団体は、始期を４月１日、終期を年度末日

　　（３月31日）で記載してください。

　　　2020年度に許可を受けた監理団体は、始期を許可日、終期を年度末日



　　（３月31日）で記載してください。

（２）５欄について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（１）の事業年度内に技能実習生を実習監理した全ての実習実施者数を記載して

　　ください。年度内の一時期のみ（例えば１月～2月のみ）実習監理した実習実施者も

　　計上してください。

　　　「人/法人」とは、人は個人事業主、法人は企業を示します。合計数をご記入

　　ください。

（３）６欄について

　　　（１）の事業年度に実習監理した技能実習生の実人数を記載してください。

　　　各号の人数は年度内に最終的に属していた号数で計上し、二重計上にならない



　　よう注意してください。なお、該当する技能実習生がいない場合、空欄ではなく

　「０」と記載してください。

　例１：　年度当初第１号、年度途中から第２号になったもの。→第２号に計上

　例２：　年度当初第１号、年度途中から第２号になったが年度途中で帰国により　　　

　　　　実習終了。→第２号に計上

　例３：　年度途中に１号で来日、年度途中で所在不明となり実習終了。→第１号に計上

（４）７欄について

　　　６欄の合計人数と７欄の合計人数が一致しているか確認してください。

（５）８欄について

　　　年度末日（3月31日）時点の人数を記載してください。年度末で退職される

　　方も対象となります。

（６）９欄について

　　　監理団体向け養成講習(監理責任者等講習のみ）について報告対象技能実習事業

　　年度内に受講したもののみ記載し、受講証（写し）を添付してください。

（７）10欄について

　　　今回報告対象となっている事業年度の実績のみ記入してください。

　　　転籍で技能実習生を受け入れた場合は、技能検定等の合格時に監理団体が受け

　　入れて実習監理していた技能実習生のみが記載対象になります。

　　　ＱＲコード付きＰＤＦフォームでは、(a)修了者数(b)やむを得ない不受験者数

　　（Ｂ）合格者数を入力すると合格率が自動計算されます。

　　　「一般監理事業」で許可を受けている団体は、「優良要件適合申告書」で

　　過去３年間（2018年4月1日から2021年3月31日）の実績を提出してください。

（８）11欄について

　　　行方不明率は6欄の合計人数で除してください。行方不明者がいない場合は

　　「０」と記入してください（ＱＲコード付きＰＤＦフォームでは自動計算されます）。

（９）12欄について

　　　実習先変更支援ポータルサイトの登録は団体単位のため、登録している場合は主

　　たる事業所の事業報告書に「有」とし、他の事業所の事業報告書は「無」としてく

　　ださい。また人数については全事業所で受け入れた合計人数を主たる事業所の

　　報告書に記載し、それ以外の事業報告書には「０」を入力してください。



（10）14欄②について

　　　実習実施者が負担している各号ごとの実習生一名当たりの在籍月の平均額を記載

　　　してください。

（11）14欄③（監理費の徴収額及び支出額）について

　　　下記の注に留意し報告対象技能実習事業年度内の監理費を全て計上してください。

   (注1) 監理費管理簿から報告対象技能実習事業年度の徴収額と支出額を計上して

　　　　ください。

   (注2) 「総計」と各項目の「計」は合計額が一致するように記載してください。

　　　   ＱＲコード付きＰＤＦフォームでは各項目に金額を入力すると。「総計」と

　　　「計」が自動計算されます。

   (注3) 「総計」、「小計」欄だけの金額記入ではなく、必ず内訳の金額も記入

　　　　してください。実績がない項目は「０」ではなく空欄にしてください。

   (注4) 各項目に該当しないものがある場合は「その他」に具体的に記載して

　　　ください。「その他」の項目が足りない場合は「その他」の項目の括弧内に

　　　代表的な項目を記載し、最後に「～等」としてまとめて記載してください

　　　(例「その他(通信費等）」）。

   (注5) ⅠからⅣに該当しないものがある場合はⅤに具体的に記載してください。

   (注6) 監理事業所が複数あって、一つの監理事業所で一括してすべての監理事業所の

　　　　監理費を徴収している場合、実際に徴収した監理事業所が他の事業所の監理費を

　　　　まとめて報告しても構いません。この場合、他の監理事業所の事業報告書に二重

　　　　に計上することがないように注意してください。

   (注7) 上記のほか、機構ホームページ掲載の「よくあるご質問（監理団体の事業

　　　　報告関係）」を参照してください。

 (12) 15欄について

　      担当者の氏名、職名及び連絡先を記載してください。組合のメールアドレスが

　 ある場合は記入願います。




